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第４回次世代スマートメーター制度検討会の主な御意見

 15分値を保有しておくのか、上位システムに送るのかといった議論がある。今の段階から幅広にオプションを持っておくことにより、後
になっても取り返しがつくようにしておくことも重要。

 特例計量器の使い方として、アグリゲーターの便益想定が85億と出ているが、DERによる調整力を供出することで、需給調整市
場のコンテスタビリティや脱炭素効果もあり、メリットはより大きくなると考える。託送料金の設計としても、次世代化・デジタル化に係
る必要コストを託送料金で回収するといった、DSOに対する目配りも必要。

 特定計量をMDMSに集約するときには、一般送配電事業者側の便益も整理する必要があるのではないか。

 現行仕様と次世代型仕様案の比較として、５分値を７日間保存する必要が本当にあるのかなど議論の余地はまだある。一般
送配電事業者の中でも議論したい。

 米国CA州は15分値を計測しているが、データ収集は４時間単位、データ集計は翌日であるが、家庭向けDRを実現するのには
十分。15分単位でデータが取れることは需要パターンを知ることができるなど有益であるため、ニーズに合わせた折衷案がないか。

 収集するデータに無効電力、電圧を加え、かつ5分値を活用するのは、意義が大きい。太陽光発電の導入率が40％超えると電
圧管理が現状のままでは難しくなるが、全需要家分の情報量があれば電圧管理等の高度化が期待できる。5分値をどの程度計
測するかという観点では、末端データが取れることが、分析的意義が大きい。電圧の5分値を予め取得し、必要なら取れるといった、
ニーズに合わせた柔軟な運用を合わせて考えることが重要。

 スマートメーターの開発中にも技術・制度環境が変わる可能性があるため、設計を如何に柔軟にするかが重要。一回作ったものを
変えることにハードルはあるので、デザイン（設計や仕様選択）の段階で予め意識するべき。

 5分のデータを計測し、データ分析を活用した合理的な設備形成を考えてほしい。

 共同検針は、停電リスクも併せて議論してもらいたい。

 今の費用と便益、10年後の費用と便益は異なってくる。通信の費用、料金について言及もあったが、今後、5Gが普及していき多
数同時接続が普通になっていくと追加費用なしでシステム側は対応できる可能性がある。費用と便益は、これから技術の進展等
で変わっていくものであり、設計時の柔軟性を重視していくことが必要。電力業界も制度設計の仕方も柔軟に考えていければと思
う。

 託送料金に含めるもの、含めないものもあると思うのでそのあたりも議論したい。
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第6回料金制度専門会合の主な御意見

 レベニューキャップで、仕様統一化は今後の積極的な検討をお願いしたいが、仕様統一化でコストが上がるかも
しれない部分もあるので、合理的な選択をしてほしい。仕様統一化によって、コストが増加する社については、柔
軟に対応したい。

 Wi-Fiのセキュリティリスクや、Ｂルートのデータ活用のためだけに機能強化し、すべての需要家にのるのは、不公
平感があるのではないかと思っている。どこまでを託送料金に反映するかは、今後の議論だと思っている。

 各仕様について、事業計画や託送原価にどのように反映するのが適切かというのをエネ庁・監視委が密に連携し
て整理してほしい。政策目標として明示した上で、判断いただくことが大切。

 仕様という言葉に混乱があると思う。スマメ検は、通信頻度や粒度について議論されていて、そのレベルで機能を
満たすようなメーターを普及させるものを決めるということだと認識している。基本的な性能を満たしているそれぞれ
を作るのか、それとも全社同一のものを作るのかについては別の議論。その上で、一般論として、マスタープランで
決まったのについても、後で査定で切ることはないのと同様に、次世代スマメ検も同じで、決めたことに対して、コス
ト参入を認めるのだと思う。調達の方法が非効率的があったとしたら、その点についてはしっかり見ていく必要があ
る。



4

（参考）一般送配電事業者の次世代スマメの調達スケジュールについて
第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料１（一般送配電事業者資料）



1. 次世代スマートメーターの主な標準機能の
検討について

2. 次世代スマートメーターの調達等について

3. 来年度以降の次世代スマートメーター標準
機能の検討について
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次世代スマートメーターの標準的に搭載する機能について

 第４回次世代スマートメーター制度検討会（以下、次世代スマメ検）でご議論いただい
た、下記の論点について、電気事業連合会の試算および、三菱総合研究所の費用対便
益の分析に基づき、Ａルートの通信容量やデータの保存・提供方法、Last Gasp機能
等について改めてご議論いただきたい。

論点１-① 15分市場への対応（現行の30分値の計測頻度の15分値化）

論点１-② 有効・無効電力量・電圧の5分値等の高粒度データの取得割合等

論点１-③ メーターにおけるデータの保存期間

論点１-④ サーバーにおけるデータの保存期間

論点１-⑤ データの提供・保存の在り方

論点１-⑥ Last Gasp機能を活用するためのメーター等の蓄電容量

論点１-⑦ 遠隔アンペア制御機能の配電系統運用への活用

（関連論点）

関連論点１-⑧ メーターの表示桁数の拡張

関連論点１-⑨ オプトアウト制度の需要家の負担金額と開始時期について



（参考）現行の低圧スマートメーターの仕様との比較

：仕様変更なし ：仕様変更案 ：論点あり

※１ 上位システムからの照会（ポーリング）によりスマートメーターのデータを取得する機能
※２ 現行の仕様ではBルートとして、Wi-Sun、PLCを使用
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次
世
代
の
仕
様

Aルート（取得頻度・通知時間）計測粒度 記録期間計測項目 付随機能保存期間

現
行
の
仕
様

（全データ）
30分毎 ・ 60分以内

30分値

瞬時値
ポーリング※１、

Bルート※２で取得可能

有効電力量 45日間

有効電力量
電圧

－

・遠隔開閉機能
・遠隔アンペア制
御(一部)

２年間

－

計測粒度

５分値

瞬時値※３

記録期間計測項目

有効電力量
※４

無効電力量
電圧

有効電力量
※４

～45日間

～７日間

－

（全データ）
30分毎 ・ 60分以内

Aルート（取得頻度・通知時間）

１分値 有効電力量
※４

60分間

計量器で取得した、５分値、瞬
時値の、何%程度をMDMS等に
送付するか

付随機能

原則30分値

保存期間

【論点1-①】
15分市場への

対応
【論点1-③】
計量器での
データの
保存期間

計量器 通信・システム

※３ 10分以内にMDMS
等の処理を終えるこ
とを想定

【論点1-②】
通信・システムの処理能力

【論点1-④】
サーバーでの
データの
保存期間

テータ提供

・小売事業者
等

データ提供

・小売・発電
事業者、ア
グリゲーター、
配電事業者、
エネマネ事業
者 等

【論点1-⑤】
データの
提供先

ポーリング※1、
Bルートで取得可能

【来年度の検討課題】Wi-Fiの搭載

【論点１－⑥】
Last Gasp
機能に必要な
蓄電容量

 本日ご議論いただきたい主な論点

※４ 【関連論点１-⑧】 有効電力量の取得・表示桁数
【関連論点１-⑨】 オプトアウト制度の需要家の負担金額と開始時期

その他【来年度の検討課題】
・スマートメーターのサイバーセキュリティ対策
・発電・特高・高圧のメーター仕様
・共同検針の仕様検討
・特例計量制度に基づく計量器データの取扱い

【論点１－⑦】
遠隔アンペア制
御の運用に必
要な仕組み

・遠隔開閉機能
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（参考）前回の次世代スマメ検の論点番号との対応関係

第４回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年1月28日）資料４（エネ庁資料）より一部改変

論点１-①

論点１-②

３セクション

論点１-⑥



9

１-①．有効電力（15分値）の定期的（60分毎）な取得

 第４回次世代スマメ検では、需給調整市場等の取引単位が15分粒度に見直される可能性に
備え、将来における対応コスト増加を回避するべく、効率的なシステム対応を可能とするために、
下記の①～③のいずれかの実施について、引き続き検討することとされたところ。
① 15分値による取引を想定し精算に必要な期間（45日間）メーターに記録する
② ①に加え、そのデータを一般送配電事業者に送信する
③ ①、②に加え、そのデータを一般送配電事業者から小売事業者に提供する

 電気事業連合会の試算および、三菱総合研究所の費用対便益の分析を踏まえれば、「① 15
分値による取引を想定し精算に必要な期間（※１）メーターに記録」し、ソフトウェア変更により送
信データを切り替えられるようにしておくことが適当ではないか（※２）。

※１ 「精算に必要な期間」については、「１-③. メーターにおけるデータの保存期間について」に記載。
※２ 通信・システムについては、将来的に需給調整市場等の取引単位が30分粒度から15分粒度に見直され、これによる便益が期待されるタイミングで

増強する。
第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料２（MRI資料）より一部抜粋
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１-②．有効・無効電力量・電圧の5分値等の高粒度データの取得割合

 第４回次世代スマメ検で、費用対便益を踏まえれば、電力損失削減、電圧適正運用、CO2排
出量削減を進めるため、
- 有効・無効電力量・電圧の高粒度データ（5分値）を取得できること
- 配電支線等の末端など全需要家の数％の電圧等を、リアルタイム又は数分遅れ、もしくはポー
リング、アラート機能等により取得できること
を機能として搭載することが適当だとされたところ。

 この際、計量器で取得したデータを送信し、活用できるデータ量を増加させるほど便益の増加が
考えられるが、その分コストも増加するため、データの取得可能量については、費用対便益が最適
となるように引き続き検討することとされた。

 電気事業連合会の試算および、三菱総合研究所の費用対便益の分析結果を踏まえると、
- 計量器は、有効・無効電力量・電圧の高粒度データを取得・保存できる機能
- 通信・システムは、高粒度データについて需要家の10%程度以上のヒストリカルデータを数日
以内に、需要家の3%程度以上のリアルタイムデータを10分以内に取得（※）できる処理能力
を構築することが適当ではないか。
※ 特定のエリアから集中的にデータ取得（例えば10区画のうち１区画の全需要家）するのではなく、供給区域全体について一律に一定割合の

データを取得する前提。

 また、通信・システムは、太陽光発電やEVの導入拡大等に合わせた電圧管理ニーズの増加による
データ取得ニーズの倍増や、電力データ活用ニーズ等の増加への対応、第三世代への円滑なマイ
グレーション、委員の指摘等を踏まえれば、取得可能な需要家数の拡大や取得対象の切替など、
柔軟な対応を行うことができる設計仕様とすることが必要ではないか。
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１-③. メーターにおけるデータの保存期間

 第４回次世代スマメ検において、高粒度データ（5分値等）のスマートメーターへの保
存期間について、委員から「７日間保存する必要があるのか議論が必要」との指摘が
あったところ。

 計量器でのデータの保存期間については、具体的な日数を一律に規定するのではなく、
- 電気料金の精算に使用する30分有効電力量（15分に切り替えられた場合は15分
電力量）については、過去の運用実績等を踏まえた料金精算に必要な任意の期間
（※１） （現行は約45日間）

- 有効・無効電力量・電圧の高粒度データ（5分値）については、必要な計量器の
データ（P.11参照）をサーバーに移動するための時間や、災害時等に事後的にデー
タ収集を行うための時間（※２）等を加味した任意の期間

保存しておくこととしてはどうか。
※１ 現行のJIS1271-2においては、「保存した値は，電源復旧時に上書きしてはならない。かつ，電源復旧時に読み出し表示することが可能で
なければならない。また，少なくとも1か月の期間定格動作をさせた場合でも，表示がオーバーフローせず，電力量を保存及び表示できなければ
ならない。この保存及び表示の機能は，双方向計器の各レジスタ及び時間帯別計器の各レジスタを含む取引又は証明に用いられる全てのレジス
タに適用する。」とされており、計量器で最低1ヶ月間保存することが規定されている。

※２ 災害対応後に、検証のためのデータ取得ニーズが生じた際に適切に取得できることなどが必要。

 なお、有効電力量の１分値は、第４回次世代スマメ検の議論のとおり、Bルートによる事
後的なデータ取得のために60分間保存しておくこととする。
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１-④. サーバーにおけるデータの保存期間

 電力データをサーバーに移した後の、電気料金の精算に使用する30分有効電力量
（15分に切り替えられた場合は15分電力量）や、有効・無効電力量・電圧の高粒
度データ（5分値）の保存期間は、
- 電力損失削減等の分析を毎年の気象条件等の変化を排除して分析するニーズがあ
ること

- 第６回料金制度専門会合において、配電事業開始時の貸与価格等の算定に必要
なスマートメーターのデータ等は、「少なくとも例えば、過去３年間」提供することを
ルール化してはどうかと議論されていること

- データの保存期間が長くなると、その活用の幅は広がるが、保存のために必要な費用は
増加すること

などを踏まえつつ、３年間を最低限保存すべき期間としてはどうか。なお、活用が期待さ
れるデータ等については、一般送配電事業者において、自主的により長期間保存してお
くことが望ましい。
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（参考）配電事業者へのデータの提供について
第6回料金制度専門会合(2021年2月1日）
資料3（電力・ガス取引監視等委員会資料）
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１-⑤. データの提供・保存の在り方

 有効・無効電力量・電圧の高粒度データ（５分値・需要家の10％以上）は、数日以
内に一般送配電事業者のサーバーに送られる。これらのデータは、配電事業者や発電・
小売事業者、アグリゲーター、エネマネ事業者、認定協会等を介して電力データを活用
する事業者等にとっても有用なデータであり、また、見守りサービス、新型コロナウイルスに
係る自粛要請の効果分析といった、社会課題解決等に活用が期待されていることから、
認定協会を経由するなど、個人情報保護等に十分留意しながら、可能な限り（※１）、ま
た合理的（※２）に、これらのデータが活用・提供されること（※３）が重要ではないか。
※１ システムの作り込みによっては、データの取得対象の割合が一定を超えると、対応コストが大幅に増加する場合がある。
※２ 一般送配電事業者が取得している需要家の高粒度データが、発電・小売事業者等が提供を求めるデータと一致している場合もあれば、異なる

場合も考えられる。この際、一般送配電事業者の事業に影響がない範囲で取得する先の需要家を変更することで、合理的なデータ取得が可
能だと考えられる。なお、データの取得先の変更が一般送配電事業としての用途に影響があるなど、取得する需要家を変更できない場合は、対
応コストが大幅に増加しない範囲内で取得先を追加することも考えられる。一般送配電事業者は、データ提供を受ける者からそのコストの負担
を受けることが適当だと考えられるため、その詳細な方法は今後検討が必要ではないか。

※３ 事業内容等に応じて必要となるデータの種類や、その提供方法は異なることが考えられることから、具体的な方法等については引き続き検討が
必要ではないか。

 その際、第４回次世代スマメ検において、「データ提供の際のAPIの仕様の統一化等は、
費用対便益に関わらず引き続き推進すべき」とされたことに加え、次世代スマートメーター
においては可能な限り仕様統一化を進めることが、調達コスト低減や、サプライチェーン
の相互代替性、データ活用を進めていく観点から望ましいことから、共同調達（サー
バーの統一化・一元化（※４））なども含め検討することが必要ではないか。
※４ データサーバーを各社で共通化する場合は、各社で同様のデータを保存しておく必要はないと考えられる。
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（参考） データ提供システムの構築

第29回電力・ガス基本政策小委員会
（2021年1月19日）資料５
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第6回料金制度専門会合(2021年2月1日）
資料６－２（資源エネルギー庁資料）

（参考）仕様統一化と調達方法
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１-⑥．Last Gaspを活用するためのメーター等の蓄電容量

 改めて電気事業連合会が試算を行ったところ、Last Gaspを行うためのメーターやコンセ
ントレーターへの電池等の搭載費用が想定を上回る結果となった。

 一方で、三菱総合研究所で再度精査を行ったところ、停電場所把握等のための出向コ
スト削減などの便益も考えられることから、引き続き標準機能として採用することが適当
ではないか。

 また、蓄電容量については、電気事業連合会より、
- マルチホップ方式の場合は、メーターに3~5分、コンセントレーターに3~6分
- １：N方式の場合は、メーターに10秒~３分
が必要だとされており、引き続き合理的な蓄電容量等を検討しつつ、これをベースに精緻
化を行って行くことが必要ではないか。

（※ 共同検針に係る蓄電容量についてP.34 共同検針に関する仕様について に記載）
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１-⑦．遠隔アンペア制御機能の配電系統運用への活用

 第４回次世代スマメ検では、「大規模災害時等における対策に資する遠隔アンペア制
御機能」を、次世代スマメの標準機能に採用することとされたところ。

 遠隔アンペア制御を、配電系統運用に活用するためには、一斉に指令を送るシステム等
の構築に加え、翌日等のアンペア制御を実施する時間帯等について、事前に計量器に
指令を送り、予約可能とするなどの仕組みとしておくことが必要ではないか。

第3回次世代スマートメーター制度検討会
(2020年12月15日) 資料１（MRI資料）より一部抜粋
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１-⑧．メーターでの有効電力量の取得・表示・通信桁数

 ５分値等の高粒度データは、直前の計量値との差が小さくなり、現行の６桁よりも細かい桁数で
ないと、変化が把握できない可能性がある。

 一方で、計量表示値の更新速度が速すぎて最小更新値が視認できなくなる可能性があることから、
検針値を一定期間、表示機構に保持し視認性を確保することが考えられる。

 また、電気事業連合会によれば、計量器で取得・通信・システム処理するデータの桁数を２桁増
加させ、８桁とすることに必要なコストは限定的であることから、託送支援システム等での処理ま
でを８桁で行うこととしてはどうか。

 なお、小売事業者等への同時同量支援等を８桁に変更することは、小売事業者等においても対
応が必要となる可能性があることから、当面の間、６桁の運用を継続することとしてはどうか。

時刻 現行の表示桁数（６桁） 追加

0：00 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ０ ５

0：05 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ２ １

0：10 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ４ ５

0：15 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ６ ７

0：20 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ７ ８

0：25 ０ ０ １ ２ ３ ． ０ ９ ０

0：30 ０ ０ １ ２ ３ ． １ ０ ５

メーターの表示桁数の追加の必要性（※）

30分粒度であれば、30分
間の変化が確認可能

５分粒度の変化を把握す
るためには、小数点以下の
桁数追加が必要

※ 1Φ3W60Aの計量器で、定格負荷12kW、
低負荷時（1/60負荷）を前提に作成。
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（参考）メーターの取得・表示桁数について

 計量法関係法令に規定する「取引」における計量とは、「契約の両当事者が、その面前で、計量器を用いて一定
の物象の状態の量の計量を行い、その計量の結果が契約の要件となる計量をいう。」と解釈されている。

 次世代スマメ検のユースケースとして計測粒度の細分化（５分値等）が求められているところ、第１回スマート
メーター仕様検討ＷＧにおいて、細分化した場合、計量データ桁数の拡張が必要になるとともに、桁数を拡張し
た場合、表示機構の視認性について課題があるのではないかとのご指摘があった。

 計量表示値の更新速度が速すぎて最小更新値が視認できないことは取引を適切に実施する上でも課題があり、
また高圧の計量器においては、検針値（記録値）の表示を一定期間保持する機能が既に取り入れられているこ
とを踏まえれば、低圧の計量器においても、検針値を一定期間保持し視認性を確保することは許容される。

 また、電力量計のＪＩＳにおいては、結果の読取りやすさの観点から、順潮流・逆潮流等の計量値のサイクリック
表示が認められており、拡張した８桁の計量データを、現状の表示機構の桁数を６桁から増加させず、サイクリッ
ク表示で対応することについても許容されると考えられる。

JIS C1271-2:2017 5.5.5 計量に係るデータの保存及び通信インタフェースによる出力（抜粋）

5.5.5.1 計量値
計量値を一時的に又は定期的に一定期間保存する機能，及びこれらの計量値を出力機構によって出力する機能は，

5.5.5.2～5.5.5.8に規定する要求事項を満たさなければならない。

5.5.5.2 計量値を保存及び出力する場合，その後の取引又は証明に必要な該当情報が全て伴っていなければならない。

5.6.1 結果の読取りやすさ（抜粋）
表示装置は，取引又は証明用に関連するデータを全て表示できなければならない。一つの表示装置に複数の値を表示する場合でも，関連する全

ての内容を表示させる。サイクリックさせるときは，一表示当たり5秒以上表示しなければならない。

3.用語定義の3.10「計量値」
計器の表示する物象の状態の量であって、計器で計量した電力量
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１-⑨．オプトアウト制度の導入

 第４回次世代スマメ検では、「追加のコスト負担については、オプトアウトを選択した需
要家に求めることとしてはどうか。また、金額と開始時期について検討を行うことが必要」と
されたところ。

 オプトアウト制度の開始時期については、現行のスマートメーターの設置が完了する時
期を目途に全社一律とすることや、
金額については、検針員による検針コストや必要な設備費用等を基に、各社で必要な
費用を特定し、負担を求める金額を決めることなど
を基本として、今後その対象や方法も含め、資源エネルギー庁の審議会等において議論
することとしてはどうか。

第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料〇（MRI資料）より一部抜粋



（参考）現行の低圧スマートメーターの仕様との比較（まとめスライド）

：仕様変更なし ：仕様変更案 ：論点あり

※１ 上位システムからの照会（ポーリング）によりスマートメーターのデータを取得する機能
※２ 現行の仕様ではBルートとして、Wi-Sun、PLCを使用
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次
世
代
の
仕
様

Aルート（取得頻度・通知時間）計測粒度 記録期間計測項目 付随機能保存期間

現
行
の
仕
様

（全データ）
30分毎 ・ 60分以内

30分値

瞬時値
ポーリング※１、

Bルート※２で取得可能

有効電力量 45日間

有効電力量
電圧

－

・遠隔開閉機
能
・遠隔アンペア
制御(一部)

２年間

－

計測粒度

５分値

瞬時値※３

記録期間計測項目

精算に
必要な期間

データの
サーバー送信
等に必要
な期間

－

（全データ）
30分毎 ・ 60分以内

Aルート（取得頻度・通知時間）

１分値 60分間

需要家の10%程度以上の５分
値を数日以内に
需要家の3%程度以上の瞬時
値※３を10分以内に
注：フレキシビリティの確保に留意

付随機能

・遠隔開閉機能
・Last Gasp
（必要な電池等
を搭載する）
・遠隔アンペア制
御機能（事前
予約機能や系
統運用等に活
用可能な仕組み
構築）

30分値
(15分値は
計量器に
記録のみ)

３年間を軸
に検討

保存期間

計量器 通信・システム

※３ 10分以内にMDMS
等の処理を終えるこ
とを想定

テータ提供

・小売事業者
等

テータ提供

・小売・発電
事業者、アグ
リゲーター、
配電事業者、
エネマネ事業
者 等

ポーリング※１、
Bルートで取得可能

【来年度の検討課題】Wi-Fiの搭載

※４ 有効電力量の取得・表示桁数は、MDMSまで８桁でシステム構築
オプトアウト制度は、現行のスマートメーターの設置が完了する時期の導入を目指し引き続き検討。

 次世代スマートメーターの基本機能

有効電力量
※４

無効電力量
電圧

有効電力量
※４

有効電力量
※４

その他【来年度の検討課題】
・スマートメーターのサイバーセキュリティ対策
・発電・特高・高圧のメーター仕様
・共同検針の仕様検討
・特例計量制度に基づく計量器データの取扱い



1. 次世代スマートメーターの主な標準機能の
検討について

2. 次世代スマートメーターの調達等について

3. 来年度以降の次世代スマートメーター標準
機能の検討について
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スマートメーターの仕様検討の留意点及び導入スケジュールについて

 第４回次世代スマメ検では、委員から、将来ニーズの変化に柔軟に対応できるように、
設計仕様のフレキシビリティを高めるべきとのコメントがあったところ。具体的には、
- 需給調整市場等の取引単位の見直し（15分粒度化）
- 再エネ・EV等の導入拡大による電圧制御等のニーズ拡大（取得対象の拡大等）
- 電力データの活用ニーズの拡大（取得対象の変更等）
- 第3世代への円滑なマイグレーション（制御への活用の可能性等） 等

が挙げられるのではないか、他に考慮すべき点はあるか。

 第２世代のスマートメーターが、今後10年間に渡り設置されることを踏まえると、最長で
2040年代まで使用される可能性があることに十分留意し、現時点ではニーズが顕在化
していなくとも、新たなニーズへの対応が必要になった際に、その仕様変更の後悔値が最
小になるような検討が重要。

 第２世代のスマートメーターは、2030年代早期に、原則全ての世帯・事業所に次世
代スマートメーターの導入を目指すこととし、第１世代と同様に、各社に導入計画の提
出を求めることとしてはどうか。

 なお、2024年度よりも導入開始が遅れる場合は、通信技術等が日進月歩で新たな開
発されていることを踏まえ、仕様統一化等にも留意しつつ、その時点の最新のニーズや
シーズを取り入れた検討を実施することが適当である。
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スマートメーターの調達内容・方法等のフォローアップについて

 第3回次世代スマメ検において、一般送配電事業者から、次世代スマートメーター仕様において、
全国で統一的な規格を検討していくことが発表された。通信等については地域特性等を考慮する
必要があるが、次世代スマートメーターについては可能な限り仕様統一化を進めることが、調達
コスト低減や、サプライチェーンの相互代替性、データ活用を進めていく観点から、他社と連携し
て仕様統一化や共同調達に向けた検討を行うことが望ましいのではないか。

 また、第４回次世代スマメ検において、電気事業連合会から「RFI、RFP、競争入札等を活用し
た調達方法を検討していきます」と表明があったところ。各一般送配電事業者の具体的な仕様の
検討や調達等については、引き続き次世代スマメ検等でフォローアップを行うこととしてはどうか。

 なお、フォローアップのタイミングや具体的な方法については、引き続き検討することとしてはどうか。

（フォローアップ内容イメージ）

①具体的な調達仕様案
②下記の検討結果
・前頁のフレキシビリティに関する事項の検討結果
・次世代スマメ検で議論された通信方式やシステム構築方法の比較検討結果

（マイグレーション方式や関連する合理化策等を含む）
・仕様統一化や共同調達の検討結果
・新仕様の便益を最大化するための具体的な活用方針案 等

③調達方法案
・RFI、RFP、競争入札等の実施計画
・各社の次世代スマートメーターの導入計画 等
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（参考）後悔値最小法について
第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料２（MRI資料）より一部抜粋



27

（参考）次世代スマートメーターの調達方法について
第４回 次世代スマートメーター制度検討会
（2021年1月28日）
資料1-7（電事連提出資料）
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（参考）次世代スマートメーターのデータの一般送配電事業への活用
第29回電力・ガス基本政策小委員会
（2021年1月19日）資料５
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（参考）レベニューキャップ制度におけるスマートメーターの目標について

 新しい託送料金制度（レベニューキャップ制度）では、一般送配電事業者が一定期
間に達成すべき目標を設定することとされており、その目標の１つとして「スマートメー
ターの有効活用等」が掲げられている。

第４回料金制度専門会合
資料6（2020.11.30）
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（参考）レベニューキャップ制度における仕様統一化の目標について
第４回料金制度専門会合
資料6（2020.11.30）
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（参考）レベニューキャップ制度におけるデジタル化や環境性の目標について

 各一般送配電事業者には、次世代スマートメーターの仕様案に盛り込まれた機能を導
入・活用し、AI、IoTなどの活用や、電力データ活用、CO2排出量の削減、電圧別ロス
の削減等、安定的・効率的な系統運用等の実現に活用していくことが重要。

第４回料金制度専門会合
資料6（2020.11.30）より一部抜粋

目標項目の設定（デジタル化）

目標項目の設定（安全性・環境性への配慮） 第４回料金制度専門会合
資料6（2020.11.30）より一部抜粋



1. 次世代スマートメーターの主な標準機能の
検討について

2. 次世代スマートメーターの調達等について

3. 来年度以降の次世代スマートメーター標準
機能の検討について
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来年度の以降の検討事項について

 来年度は、下記の論点について継続して検討を行うこととする。

① スマートメーターのサイバーセキュリティ対策
② 発電・特高・高圧のメーター仕様
③ 利便性の高いBルート通信方式(Wi-Fiの搭載等)
④ 共同検針の仕様検討
➄ 特定計量制度に基づく特例計量器データの取扱い 等

 なお、これらの検討課題を議論するため、既存のスマートメーター仕様検討ワーキンググループに加
え、サイバーセキュリティ等を検討するための新たなワーキンググループを立ち上げ、４月より検
討を開始することとしてはどうか。また、継続論点や、調達等のフォローアップについては、適宜ワーキ
ンググループや次世代スマートメーター制度検討会において議論することとしたい。
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第４回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年1月28日）資料４（エネ庁資料）より一部改変

３セクション

論点１-⑧

３セクション

３セクション

３セクション

論点1-⑤

論点1-⑨

２セクション

（参考）前回の次世代スマメ検の論点番号との対応関係
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共同検針に関する仕様について

 共同検針に関する仕様については、共同検針インターフェース検討会議（以下、共同
検針IF会議）において、検針粒度・検針頻度やデータ収集方法、通信方式について、
標準的条件等の統一化に向けた検討が行われているところ。共同検針ニーズを踏まえ
たＢルートへの対応（共同検針IF会議においてU-Bus Air規格等への対応を議論
中）をすることとしてはどうか。

 また、停電時にも開閉栓機能等を維持するためには、計量器やコンセントレーターに電
池等を搭載する必要があるところ、その維持時間が長くなるほど、必要な蓄電容量が大
きくなり、コストも大きくなる。

 停電時の開閉栓機能等の維持時間（停電補償）ついては、各ガス・水道事業者の
運用方法によって異なり、48時間の停電補償を希望する事業者から、2~3時間以下
の事業者もおり、また、停電時以外の保安の向上に着目している事業者もいるなど、統
一化が難しい。

 そのため停電後の維持時間については、事業者間の協議によって決めることとし、次世
代スマートメーターについては、ガス・水道事業者と一般送配電事業者間の協議に柔軟
に対応できるよう、蓄電容量の変更や、電池等の追加ができるよう、柔軟な仕様にして
はどうか。

 また、共同検針に関する仕様については、引き続き共同検針IF会議で議論を行うことと
し、本年夏のとりまとめ結果を、次世代スマメ検の検討に反映することとしてはどうか。
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特定計量制度に基づく特例計量器データの取扱い

 第４回次世代スマメ検では特例計量器の計量値とスマートメーター計量値との差分計
量の計算をMDMS等で行うことなどにより、利便性が高まり、新たな需要家サービスの
創出につながる便益が提示されたところ。これに加え、三菱総合研究所で再度調査を
行ったところ、分散型リソース等の需給調整市場への参入コストが低下し、市場に供
出されるリソース量が増加し、将来的に調整力の確保が容易になる等の便益も考えら
れる。

 特定計量制度については、本年２月10日の「第３回特定計量制度及び差分計量に
係る検討委員会」において、ガイドライン案が取りまとめられたところ。収集方法やMDMS
等への結合方法については①ネット経由、②IoTルート経由、③Aルート経由等、複
数考えられることから、来年度以降も引き続き検討することとしてはどうか。


